
大分市既成宅地防災工事等助成要綱
（総則)
第1条 この要綱は、危険ながけ地の崩壊による被害を防止し、災害から市民の生命を守るため、既成宅地防災工事等(以下｢工事等｣という。)に要する資金の助成に関し、大分市補助金等交付規則（昭和49年大分市規則第56号。以下「規則」という。）に定めがあるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（助成の対象）
第2条 この要綱による助成の対象となる工事等は、大分県が定める急傾斜地崩壊危険箇所その他これと同等の危険性を有する箇所のうち、別表第１に掲げる要件を満たす箇所において、別表第２に掲げる構造物を設置する工事等とする。
2　前項に規定する箇所であっても、新たに被災し、そのまま放置すれば被害が拡大する恐れがあると市長が認めた箇所において行う工事等については、助成の対象とすることができる。
（助成を受けることができる者）
第3条 資金の助成を受けることができる者は、工事等を行う土地の所有者若しくは管理者（使用者を含む。）（法人その他の団体にあっては市長が認めるものに限る。）又は急傾斜地の崩壊により被害を受けるおそれがある者であって、市税を滞納していないものとする。
2　前項の規定にかかわらず、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第６号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)又は 同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係者」という。）は、助成の対象としない。
（助成金の額）
第4条 助成金の額は、工事、設計測量及び登記手続等に要する費用の額に助成率10分の8を乗じて得た額とし、1戸当たり600万円を限度とする。
2　補助金は、予算の範囲内において交付する。
（助成の申請）
第5条 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、大分市既成宅地防災工事等助成申請書（様式第1号）に、事業計画書、収支予算書その他市長が必要と認める書類を添えて市長に申請しなければならない。
（助成の決定等）
第6条 市長は、前条の規定による申請があったときは、大分市既成宅地防災工事等助成検討委員会に意見を求めるものとする。
2　市長は、助成を適当と認めたときは、申請者と協議し、既成宅地防災工事助成等計画書の作成の指導を行い、助成金の交付を決定する。
3　市長は、前項の規定により助成金の交付を決定したときは、大分市既成宅地防災工事等助成決定通知書（様式第2号）により申請者に通知する。
４　市長は、助成金の概算による交付が必要であると認めるときは、大分市既成宅地防災工事等助成金概算交付通知書（様式第３号）により助成金の交付の決定を受けた申請者（以下「助成決定者」という。）に通知するものとする。
（工事請負契約書の写しの提出）
第7条 助成決定者は、工事請負人と前条第2項に規定する計画書に基づいて工事請負契約を行い、その契約書の写しを契約締結後30日以内に市長に提出しなければならない。
（助成決定者の責務）
第8条 助成決定者は、工事等の施工に当たっては、近隣住民等との関係に十分配慮し、施工するように努めなければならない。
（竣工届）
第9条 助成決定者は、工事等が完了したときは、速やかに大分市既成宅地防災工事等助成事業竣工届（様式第４号。以下「竣工届」という。）に工事等の完成を確認するための写真を添えて市長に提出しなければならない。
（検査等）
第10条 市長は、竣工届が提出されたときは、検査員を指定し、工事等の完成を確認するための検査を行うものとする。
2　市長は、前項の検査の結果、工事等が適切に行われていると認めるときは、交付すべき助成金の額を確定し、大分市既成宅地防災工事等助成金確定通知書（様式第５号）により、助成決定者に通知するものとする。
３　助成決定者は、第１項の検査に合格しないときは、市長が指定する期限までに補修を行い、再検査を受けなければならない。この場合に要する費用は、助成決定者の負担とする。
（助成金の請求）
第11条 助成決定者は、前条の検査に合格した後、助成金の交付を請求しようとするときは、大分市既成宅地防災工事等助成金（概算）交付請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
（交付決定の取消し及び助成金の返還）
第12条 市長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、当該取消しの部分について、既に助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。
(1)　助成金を他の用途に使用したとき。
(2)  助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
(3)　法令、規則又は市長の指示に違反したとき。
(4)　偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。
(5)　暴力団員又は暴力団関係者であることが判明したとき。
（関係書類の保管）
第13条 助成決定者は、工事等に係る経費の収支を明らかにした書類及び帳簿を、助成を受けた日から10年間保存しなければならない。
（大分市既成宅地防災工事等助成検討委員会）
第14条 第6条第1項の規定による市長からの意見の求めに応じ検討を行うため、大分市既成宅地防災工事等助成検討委員会（以下「委員会」という。）を置く。
2　委員会は、次に掲げる委員をもって組織し、市長が参画依頼し、又は任命する。
　(1)　学識経験者（地質工学を専門とするとする者に限る。）　2名
　(2)　総務部長
　(3)　消防局長
　(4)　土木建築部長
3　委員会に会長を置き、委員の互選により選出する。
4　委員会の庶務は、土木建築部河川・みなと振興課において処理する。
5　市長が参画依頼する委員に対する報償金等は、予算の範囲内で、市長が決定し、これを支払うことができる。
6　前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。
（委任）
第15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　この要綱は、平成１８年　６月　１日から施行する。
　この要綱は、平成１８年１２月１８日から施行する。
　この要綱は、平成２４年　５月　２日から施行する。
　この要綱は、平成２８年　４月　１日から施行する。
　この要綱は、令和　２年　４月　１日から施行する。

別表第1（第2条関係）
	1　県が行う急傾斜地崩壊事業等及びその他の公共事業により実施可能な箇所は、除外する。
2　崖地の高さについては、おおむね5ｍ以上とし、傾斜度については30度以上とする。
3　崖地の上にあっては崖地上端からがけの高さの1.5倍、崖地の下にあっては崖地下端からがけの高さの2倍の水平距離の範囲内であること。
4　3の範囲内にある建築物で、現に居住の用に供しているものの保全のために行うものであること。
5　人為的な原因で、その責任が明らかなものは除外する。
6　宅地造成工事の一環事業であるものは、除外する。
7　同一の宅地とみなされる移転可能な用地がない場合を対象とする。
8　工事の施工範囲は自己居住部分とし、その他財産的な施設は対象としない。
9　対象戸数2戸から4戸までの場合は、家屋間の距離が50メートル以内の場合に限る。


	1　コンクリート擁壁
2　コンクリート張
3　石積・ブロック積擁壁
4　法枠
5　コンクリート吹付け
6　落石防止柵
7　その他これら構造物に付属する構造物であって市長が認めるもの


別表第2（第2条関係）
様式第1号（第5条関係）
大分市既成宅地防災工事等助成申請書
	　　年　　月　　日
　大分市長　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　  （　　　）


	交付申請額
	設　計　費
	防災工事費
	合　　　計

	
	円　　　　　　　　
	円
	円

	工事箇所
	大分市

	工事箇所
土地所有者
	住所

	
	氏名

	隣接
土地所有者
	住所

	
	氏名

	工　事　の　概　要
	工種
	　　防災工事　　（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	数量等
	工事延長L＝　　　　　ｍ
　　高さH＝　　　　　ｍ
施工面積A＝　　　　　㎡

	
	見積額
	円

	
	施工業者
	所在地

	
	
	名　称　　　　　　　　　　　　　　電話

	添付書類

	別紙参照

	受付印


　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　  誓　　　約　　　書
私は、この度の申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。
なお、市が必要な場合には、警察に照会することについて承諾します。
　また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分市と行う他の契約における確認に利用することに同意します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　自己又は自己の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）　暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）　暴力団員が役員となっている事業者
（４）　暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
（５）　暴力団員であることを知りながら、その者と契約又は資材、原材料の購入契約等を締結している者
（６）　暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者
（７）　役員等が暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している者
（８）　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体
又は個人ではありません。
年　　　月　　　日
大分市長　　　　　　　　　　　　殿
〔法人、団体にあっては事務所所在地〕
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名]
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ふりがな)
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　市では、大分市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に
暴力団等ない旨の誓約をお願いしています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第2号（第6条関係）
大分市既成宅地防災工事等助成決定通知書
	第　　　　　号
　　年　　月　　日
申請者　住所
　　　　氏名　
大分市長　　　　　　　　　㊞
　　年　　月　　日付けで申請のあった大分市既成宅地防災工事等に要する資金の助成については、次のとおり決定したので、大分市既成宅地防災工事等助成要綱第6条第3項の規定により通知する。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　設　計　費
助成金額　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　防災工事費

	　　　　　　　助　成　の　条　件　　　　　　　
	（1） 別添防災工事計画書のとおり施工すること。
（2） 工事請負人と交わした工事契約書の写しを契約締結後30日以内に提出すること。
（3） 防災工事の施工に当たっては、近隣住民との関係に十分配慮し、施工に努めること。
（4） 防災工事が完了したときは、別に指定する様式により竣工届を提出すること。
（5） 竣工届提出後、市の検査を受けるものとし、その検査に合格しないときは、指定する期限までに補修を行い、再検査を受けなければならない。この場合、補修に要する費用は、助成決定者の負担とする。
（6） 助成金の請求は、検査に合格した後、指定する様式により助成金請求書を提出して行うものとする。なお、事業完了前に助成金を希望する場合は、概算交付申請することができる。
（7） 助成金の交付は、口座振込みとする。
（8） 次に掲げる場合においては、助成金の交付を取り消し、又は既に交付した助成金を返還させることができるものとする。
ア　助成金を他の用途に使用したとき。
イ　助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
ウ　法令、規則又は市長の指示に違反したとき。
エ　偽りその他不正の手段により助成の決定を受け、又は助成金の交付を受けたとき。
オ　暴力団員又は暴力団関係者であることが判明したとき。
（9） 防災施設（この助成を受けて整備した構造物等をいう。）は、助成を受けた日から10年間は助成の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、又は担保に供してはならない。


様式第3号（第6条関係）
第　　　　　号
　　年　　月　　日
申請者　住所
　　　　氏名　
大分市長　　　　　　　　　㊞
大分市既成宅地防災工事等助成金概算交付通知書
　次のとおり助成金を概算交付することを決定したので、大分市既成宅地防災工事等助成要綱第6条第4項の規定により通知します。
１．交付決定年月日　　　　　　　　　　年　　月　　日
２．助成金の概算交付額　　　　　　　　　　　　　円
様式第4号（第9条関係）
大分市既成宅地防災工事等助成事業竣工届
	　　年　　月　　日　
大分市長　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　


	区　　　　　分
	

	助成決定年月日
	年月日
	助成決定番号
	第　　　　　号

	助成決定額
	　　　　　　　　　　設計費　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　円　防災工事費　　　　　　　　　　円

	概 算 交 付 額
	　　　　　　　　　　設計費　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　円　防災工事費　　　　　　　　　　円

	精算額
	　　　　　　　　　　設計費　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　円　防災工事費　　　　　　　　　　円

	着工年月日
	　　年　　月　　日

	竣工年月日
	　　年　　月　　日

	施工業者
	所在地
名　称　　　　　　　　　　　　　電話

	検　　査
	検査年月日
	　　年　　月　　日

	
	検査員
	

	
	立会人
	

	
	検査結果
	合　　格
	不合格
	受付印

	
	
	
	補修指示事項
別紙のとおり
	


様式第5号（第10条関係）
第　　　　　号
　　年　　月　　日
申請者　住所
　　　　氏名　
大分市長　　　　　　　　　㊞
大分市既成宅地防災工事等助成金確定通知書
　　　年　　月　　日付けで竣工届の提出がありました大分市既成宅地防災工事等助成金については、次のとおりその額を決定しましたので、大分市既成宅地防災工事等助成要綱第10条第2項の規定により通知します。
記
１．交付決定年月日　　　　　　年　　月　　日
　　交付決定番号　　　　　　　第　　　　　号
２．交付確定額　　　　　　　　　　　　　　円
様式第6号（第11条関係）
大分市既成宅地防災工事等助成金（概算）交付請求書
	金　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　ただし、　　　　年　　月　　日付け　　　　　　第　　　　　号による大分市既成宅地防災工事等助成金（概算）として上記のとおり請求します。
　　　　　年　　月　　日
住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　
　大分市長　　　　　殿


	　（支払方法）
　口座振替
　　　　　　　　　　　　　　　銀　　行　
　　　　　　　　　　　　　　　信用金庫　　　　　　　　　支店
　　　　　　　　　
　　　　　　普通・総合　　口座番号
　　　　　　　　　　　　　口座名義人



様式第7号
第　　　　　号
　　年　　月　　日
大分市長　　　　　　　　　殿
申請者　住所
　　　氏名　　　　　　　　　
大分市既成宅地防災工事等助成金概算交付申請書
　　　年　　月　　日付け第　　　　号で交付決定した大分市既成宅地防災工事等助成金については、大分市補助金等交付規則第11条の規定により、下記のとおり申請します。
記
１．概算交付申請理由
２．概算交付申請額　　　　　　　　　　　　円


